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令和７年度事業計画 

 

 前年度の日本経済は、長年続いたデフレからの脱却に向け、物価上昇や賃上げの動きがあるな

かで、全体として緩やかな回復基調を維持したものとみられる。企業の設備投資は堅調に推移し、

電気設備工事業界においても受注高や業績が堅調に推移したところである。 

 令和７年度についても、企業の設備投資において堅調な動きが継続する見通しであり、需要は

堅調であるとみられる。 

 

 一方、わが業界において、技術者、技能者の高齢化や若年入職者の減少傾向は継続しており、

現場を支える人材の不足は深刻の度を増している。 

 また、昨年４月からは、罰則付き「時間外労働時間の上限規制」が施行され、人材の不足と相

まって働き方を巡る業務環境は一層厳しい状況にある。 

このような背景の下、電設業界が引き続き国民生活を支えるライフラインの整備、維持を担って

いくためには、高品質の電設技術の維持・展開に尽力するとともに、状況の変化に的確に対応し、

新しい分野に参画していくことが必要である。 

 このため、時間外労働の上限規制適用を梃子に「働き方改革」を深化させるとともに、生産性

向上や、省エネ・脱炭素など社会・地域のＧＸ（グリーントランスフォーメーション)実現に貢献

する新技術の開発・普及に積極的に取り組むことが必要である。 

 また、少子・高齢化の進行による人材確保も業界の将来を左右する重要な課題であり、今後の

電設業界を担うべき若年層の人材確保に協会の総力をあげて取り組む。一方、当面の人材確保の

方策として有為な外国人人材についても的確に展開を図る。 

 さらに、第三次・担い手３法により新たに導入される制度を積極的に活用し、請負契約の見直

しによる受発注者間の対等な関係の構築に向けた条件整備を行う。 

 これらの課題に関しては、状況に応じ、立場を同じくする他の業界団体等とも連携して取り 

組む。 

 

 日本電設工業協会は、これらの社会的要請を踏まえ、各支部、都道府県協会を始め、電気設備

に関連する諸団体との連携の下に、第四次アクションプランを着実に実行し、働き方改革、技術・

技能の継承と新たな展開、適正で合理的な受注・工事環境の確保や分離発注の一層の推進を始め

とする諸活動を積極的に展開し、多様な人材が“いきいき”と活躍する魅力と活力あふれる電設

業界を目指す。 
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Ⅰ 調 査 研 究 事 業 
 

 「魅力ある電気設備業界創造特別委員会」においてＰＤＣＡサイクルにより第四次アクションプ

ランを着実に実行するとともに、以下の電気工事業及び関連事業の発展のための調査研究活動

を行う。 

 

 １ 適正で合理的な入札契約制度及び合理的な建設生産システムに関する事項 

 

 （１）分離発注方式の更なる推進 

    公共工事品質確保法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」に「設備工事の分離

発注」が明記されているが、一部の公共発注機関においては技術者の不足や入札不調・不

落の増加等の理由から、一括発注方式を採用する動きも見られる。さらに、２０２４年度か

ら建設業でも導入された時間外労働の上限規制に伴い入札条件や発注形態が変化するこ

とも考えられる。これらの動きや変化を注視し、それに沿った分離発注の優位性を再検討

し、引き続き分離発注の促進を図っていく。 

 また、本部・支部・都道府県協会が連携し毎年実施している”分離発注促進キャンペー

ン”を行い市町村への要請活動を強化する。 

 

 （２）建設生産システム改革等に関する調査研究 

    国土交通省に設置された中央建設業審議会や社会資本整備審議会、その他の研究会など

で審議されている課題や、事業環境の変化に関する動きに対応するため、調査・研究を行う。  

    本年度は、時間外労働の上限規制適用の２年目を迎え、「４週８閉所の導入」が今後さ

らに進むことにより稼働時間に制限が加わる中、将来に向け「適正な工期」を確保し、設

備工事への「しわ寄せ」改善対応など、新４Ｋを感じさせる新たな建設業界を作り上げる

必要がある。 

 また、令和７年１１月頃までに、中央建設業審議会で「労務費の基準」に関する勧告が

予定されている。この基準の作成と実効性の確保を進めるにあたり、当協会は電工の労務

費基準の職種別意見交換先として参画していることからこの機会を生かし、電工の処遇改

善につなげるためこれらの課題への自助・共助対策の調査研究を行う。 

 

 （３）公共工事の入札・契約制度に関する調査研究 

    第三次・担い手３法の改正により、昨年１２月には建設現場の課題であった資材・機材

の価格高騰とその価格転嫁、サプライチェーンリスクによる手配や納期遅延などに対応す

るため、公共工事及び民間工事を対象とした「価格転嫁・工期変更協議等の円滑化ルール」

が導入された。しかし、発注者が受注者の申し出に対する協議に応じることについては公

共工事は義務であるが、民間工事では現状努力義務とされていることもあり、価格転嫁の

遅れが予想され、これらに対応した契約条文の早期導入に向け調査研究を行う。 
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 （４）公共工事発注機関等との意見交換会等の実施 

    公共工事発注機関及び全国的規模で工事を発注する組織等との間で入札・契約制度等に

関する諸課題について、意見交換会等を実施する。なお、入札・契約制度等の改善状況を

整理・分析するとともに、ホームページの会員専用サイトを活用し本部活動、支部活動

及び都道府県協会の活動等で得られた情報をさらにアピール方法を検討し会員間の共有

化を進める。 

 

 ２ 技術、安全及び環境保全に関する事項 
 

 （１）電気設備の標準化及び効率化に関する調査研究 

   ① 『公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）』並びに『電気設備工事監理指針』の

改訂作業に参画するとともに、技術系講習会等を通じて、官公庁工事における標準仕様

書等についての知識の普及に努める。 

   ② 施工現場等において生産性向上に役立つＩＣＴ技術、ロボティクス、ドローン、ＡＩなど

の先進技術を活用したシステム・施工方法の調査を行うとともに、生産性向上が期待出

来る、施工の省力化・省人化・遠隔化・自動化、品質、効率性、安全性の向上に繋がる

資機材・工法等の活用事例や導入効果等を取りまとめ、会員各社への展開を図る。 

   ③ カーボンニュートラルの推進に伴う産業構造や社会経済の変革に対応すべく、様々な

エネルギー活用や、蓄電池、ＥＶ等と連携した分散型グリッド技術等を複合したエネル

ギーマネジメントシステムを効果的に活用した「スマートエネルギー」社会への進展に

向け、電気設備工事業界としての貢献のあり方及び新たなビジネスモデル構築の方向性

を探る。 

   ④ 建築分野における急速なＢＩＭの普及への対応、諸課題の抽出等を継続し、電気設備業

界におけるデジタル トランスフォーメーション（ＤＸ）推進の一環として、ＢＩＭの積極

的な導入・活用の検討に取組み、生産性向上、働き方改革の深化に努める。 

   ⑤ モジュール工法、施工のプレハブ化・オフサイト化など現場施工の合理化を追求する

電設工事の建設生産システムの合理化・高度化に関する技術動向、実用上の課題等を調

査研究し導入事例、導入効果などの会員への展開を図る。 

 

 （２）電設技術に関する実務手引きについての調査研究 

    電気設備工事の積算における基礎知識・関連知識を平易に解説した「電気設備工事費の

積算指針」について、関連法規の改正や施工技術の進歩等を勘案し内容の見直しを図る。 

 

 （３）電気設備実態情報のデータベース化に関する調査研究 

   ① ２０２４年竣工の新築ビルディング（対象：延床面積 1,000 ㎡以上／高圧、特別高圧で

受電）の電気設備に関する調査、データ取得及び解析を行い、その成果を『電設技術』

に発表する。 
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   ② ビルの設計・施工の業務効率化に貢献するため、新築ビルディング電気設備の調査結

果をデータベースとして活用できるよう電子データで提供する。 

   ③ 新築ビルディングの社会的ニーズの動向、特徴等を把握するために、蓄積された電子

データの集計・分析を行うとともに、取得データの有用な活用方法を検討する。 

 

 （４）環境技術及び安全作業に関する調査研究 

   ① 安全衛生水準の向上と安全施工体制の整備を図り、継続的な安全衛生管理の推進を目

指す。 

   ② 労働安全衛生、環境、再生可能エネルギー等に関する技術関連法令・通達の周知を行う。 

   ③ 自然災害発生時において、効率的かつ迅速な設備の復旧と設備の機能継続に向けた強

靭化（レジリエンス）を目指し、過去の災害事例から得られたフィードバックを具体化

し役立てる方策を検討する。 

 

（５）電気工事業及び関連事業の技術に関する調査研究等  

   ① 支部、都道府県協会が開催する技術系講習会に講師を派遣し、会員企業の技術力の向

上に貢献するほか、電気設備関連法規（電気工事関連二法、電気設備技術基準、内線規

程、消防法、建築基準法等）の最新情報の周知に努める。 

   ② 電気設備技術分野における諸課題の解決に向けて、(一社)電気設備学会等の諸団体と

の連携を強化する。また、関連する官公庁・団体等の求めに応じ委員等を派遣し、関連

事業の発展に貢献する。 

   ③ 建築設備士への業務権限付与等に関する情報収集を行うため、建築設備六団体協議会

を通じ、関連機関との連携・調整を図る。また、電気設備工事業界の地位向上、会員企

業の電気設備設計技術者の資質向上のため、関連資格取得への情報提供を行う。 

 

 

 ３ 企 業 合 理 化 に 関 す る 事 項 
 

 （１）電気設備工事の建設生産システムの合理化に関する調査研究 

    電気設備業界の健全な発展に向けて、建設生産システムにおける関係者（顧客、設計・

工事監理者、元請事業者、下請事業者、資機材事業者等）相互間における、公正で合理的

な関係の構築を目指し、以下の活動を行うとともに、これまで取組んできた建設生産シス

テムの合理化に関する調査・研究成果を再度検証し、改善策を検討する。 
 

   ① 中央建設業審議会による勧告を踏まえ、協会として作成した「工期の基準の手引き」

を基に、引き続き電気設備業界における適正な工期設定の定着に取り組む。 

 併せて、平成２１年７月に作成した「適正工期の確保について」は、２０２４年４月から

開始された時間外労働の上限規制や工期に関する基準の改定、第三次・担い手三法、第
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６回働き方改革フォローアップ調査等の内容を踏まえ、改定の必要性について検討を進

める。そのほか、関係機関への意見具申等も適宜対応する。 

   ② 電気工事業向けに作成した、事業継続計画（ＢＣＰ）および現場事務所向け簡易事業継

続計画（ＢＣＰ）について、引き続き会員企業へのフォローアップ活動を継続する。 
 

 

 （２）電気設備工事に係る団体保険制度の運用 

    電気設備工事に係る事故・盗難等のリスクを低廉な保険料で総合的に補償する本制度の

運用を行うとともに、会員企業の実態および意見を踏まえ、更なる制度改善に向けた検討

を行う。また、本制度への加入促進を目的とした各支部・都道府県協会への説明会を継続

して実施していく。 

 

 （３）建設キャリアアップシステム等への対応 

    平成３１年４月より本格運用が開始されている「建設キャリアアップシステム」について、

会員企業の更新状況等を把握し、更新に関する建設業振興基金からの情報を提供し、更新

の推進を図る。また、引き続き技能者の処遇改善に関する国土交通省の施策やＣＣＵＳ活用

のメリットについて会員企業へ情報提供を行う。 

 

 （４）電気設備工事業の海外展開に関する調査研究 

   ① 海外展開に役立つ情報を提供するため、３ヵ月毎にメールマガジンで配信していた会

員企業の海外展開情報についての継続に関する検討を行う。そのほか、当協会のホーム

ページに掲載されている「海外展開・国際貢献の取組み」については、適宜更新を行う。 

   ② 海外事業に関する取組み等の情報収集並びに海外事業に関する様々な領域に関する

情報提供等について検討を行う。 

 

 （５）各種調査の実施 

    会員企業の経営実態把握の資料とするため、受注調査、会員調査等を実施し、その結果

を公表する。 

 

 （６）税制に関する調査研究 

    令和 7 年度の税制改正に際し、関係省庁からの情報を随時各支部・都道県協会へ周知展

開していく。そのほか、必要に応じて関係機関へ要望、提言を行う。 

 

 

 ４ 資 材 等 に 関 す る 事 項 
 

 （１）電設資材の市場動向調査と新製品情報の提供 
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    電気銅、工事用電線、ケーブル等の電設資材に関する市場動向調査を毎月実施し、『電

設技術』及びホームページに掲載する。 

 また、電設資機材に係る優良な新製品を『電設技術』及びホームページに掲載する。 

 

 （２）電設資材関連情報の提供 

    令和６年度の電設資材の動向及び令和５年度の傾向並びに関連する統計資料を取りま

とめて公表する。 

 

 （３）電設資材電子カタログ（ＪＥＣＡＭＥＣ）の管理・運用 

   ① 電気設備工事に必要な電設資機材に関する情報を電子データとして網羅し、機能的か

つ利便性の高い「電設資材電子カタログ（ＪＥＣＡＭＥＣ）」について、適切なリンク先の

保全、最新技術・新製品の充実等システムの充実・向上に向けた調査研究を行う。 

   ② 電設資材電子カタログ（ＪＥＣＡＭＥＣ）の利便性の向上を図り、身近なツールとしての

活用をアピールする。 

 

 （４）電設資機材に関する各種関係団体との情報の共有化 

    関係団体と電設資機材についての情報の交換を行い、関係機関との情報の共有化を図る。 

 

 

 ５ 人材の確保及び育成に関する事項 
 

 （１）働き方改革の推進（長時間労働の是正等） 

    働き方改革に向けては、「働き方改革に向けた基本方針」(H30.4 策定）を掲げ、「罰則

付き時間外労働時間の上限規制」の適用に備え、会員の取組進捗等を把握するためフォロ

ーアップ調査をこれまで実施するなど対応してきた。法適用後２年目を迎える本年度から

は更にフォローアップ調査結果等を踏まえ、個社の実態や長時間労働の是正、労働環境の

改善を図る検討を進める。 

 

 （２）電気設備工事業における人材確保・育成のあり方の総合的な検討 

    令和７（2025）年には、建設業の労働人口が９０万人不足するとの予測がある。加えて、

日本の将来人口の減少（５０年後には 1 億 2,615 万人から 8,700 万人）も予測されている

ことを踏まえ、業界の持続的発展（ＳＤＧｓ）と、業界従事者が将来を託せる産業との付託

に応えるため、更なる「働き方改革」を推進し、以下の取組みを行う。 

   ① 業界の３Ｋ（きつい、きたない、危険）のイメージを払拭し、新４Ｋ（給与、休暇、

希望、かっこいい）に変わろうとしていることを表層的ではなく、リアルに知ってもら

う取組み（リブランディング）を基軸に、若年者の入職推進を進めるとともに、ワーク
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ライフバランスの調和、労働環境の改善と人材の定着策を検討する。 

   ② 現場において基幹的な役割を担う登録電気工事基幹技能者の社会的地位の向上を目

指し、工事現場への配置義務化を推進するとともに、有効活用及び適正評価の一層の推

進を関係各方面に働きかける。 

   ③ 若年者の電設業界への入職促進を図るための広報戦略の一環として、マイナビとタイ

アップし、「電気設備業界就職情報ポータルサイト」を開設するとともに、ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ

会場に開設する「電気設備業界プロモーションコーナー」では、新たな取組みとして、会員企

業による来場学生へのプレゼンテーションの企画や業界ＰＲビデオの放映等を通じて、電

設業界の魅力や会員会社の入職情報を来場者に発信する。 

 

 （３）会員が進める人材開発事業の支援方策の検討 

   ① 「講習会メニュー」の充実を図るとともに、支部・都道府県協会が「講習会メニュー」

に基づき開催する講習会が既存のＣＰＤ運営団体の「ＣＰＤ学習プログラム」として認定

される仕組みの活用、及び計画的なＣＰＤ認定講習会の企画・運営を支援する。 

 また、(一財)建設業振興基金が運営する「建築・設備施工管理ＣＰＤ制度」を支部・都

道府県協会に情報提供し、電設業界における継続教育（ＣＰＤ）の普及を図る。 

   ② 電気設備工事業の質的向上を図るため、技術者・技能者の国家資格取得のための支援

と情報提供を行う。 

 

 （４）外国人技能労働者の受入の推進 

    一昨年に施行（R5.10.17）した「特定技能外国人材受入実施規程」に基づき、正企業会

員の外国人材の受入を行っているところであり、本年度は、更に受入企業の拡大として「正

企業会員の一次協力会社」の追加、対象職種の拡大として現在の「電気工事」から「屋内

線電気工事に付帯する電気土木工事」「通信工事」等の追加を検討し、受入体制、諸規程

の見直しを検討する。また、育成就労制度に参加し、外国人材受入の拡大を図る。 

 

 （５）技能労働者の能力評価への対応 

   国及び業界において進められる「建設キャリアアップシステム」での技能者の能力評価につい

ては、能力評価実施機関として、システムのワンストップ化の導入の期間までを目途に、令

和３年７月（システム稼働の H31.4 からシステム停止の R7）までの電気工事基幹技能者のゴ

ールドカード取得者等の「能力評価結果通知書」の発行及び再発行を行い（昨年度実績：発行

46 件、再発行 11 件）、システム再稼働の令和３年８月以降のレベルアップ申請については、

全国建設労働組合総連合に委託し対応する。 
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Ⅱ 登録電気工事基幹技能者認定事業 

 

 １ 登録基幹技能者認定講習 
 

   登録電気工事基幹技能者認定講習を、全国９支部及び複数の都道府県協会で、10 月 25 日

及び 26 日の２日間開催する。 

 

 ２ 登録基幹技能者認定・登録・更新 
 

 （１） 登録電気工事基幹技能者の認定を適確に行うため、厳正に修了試験問題を作成すると

ともに、適正な合格基準に基づいて評価・判定し、修了証保持者数 9,400 名を目指す。

（R7.2.20 時点での修了証保持者数 9,220 名） 

 

 （２） 登録有効認定期間満了（５年間）を迎える講習修了証保有者からの申請に基づき、迅

速な「講習修了証」の更新業務を行う。（本年度更新対象者は 1,595 名） 

 

 （３） 登録基幹技能者制度推進協議会に参画し、制度の普及と登録基幹技能者の一層の地位

向上を図る。 

 

 

Ⅲ 工 業 展 事 業 

 

 展 示 会 の 開 催 等 
 

 （１）ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ ２０２５ ～第７３回 電設工業展～の開催 

    電気設備に関する機器・資材・工具・システム等の展示や施工実績・施工技術、企業の

取組を紹介する総合展示会「ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ」を、「電設技術が拓く新たな可能性 ～進み続

ける世界と共に～」のテーマのもとに、インテックス大阪において５月２８日（水）～５月

３０日（金）の３日間、開催する。５月１４日（水）～６月３０日（月）の期間でＯＮＬＩＮＥ展

示会も開催する。 
 

 ＜主催者コーナー＞ 

  ① 復興支援コーナー 

    被災地の物産の販売等を通じて、電設業界を挙げて復興を支援する。 

  ② 電気設備業界プロモーションコーナー（再掲） 

    若年者の電設業界への入職促進を図る取組の一環として「電気設備業界プロモーション

コーナー」を設置する。 

  ③ ＪＥＣＡ取組みコーナー 

    電設協の委員会の取組や、支部・都道府県協会の活動成果等の情報発信スポットとして、
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積極的な広報活動を展開するとともに、先進事例・好事例の普及・浸透を図る。 

 

 ＜併設イベント＞ 

  ① 製品コンクール 

    電気設備に関連する資機材の進歩改良を促進し、電気設備技術の向上と電気保安の確保

を図ることを目的として、今回で６４回目となる製品コンクールを実施し、優秀製品には表

彰を行う。 

  ② 出展者プレゼンテーションセミナー 

    ブース内での展示だけでは表現しきれない製品や最新技術、ノウハウを紹介するための

プレゼンテーションを開設する。 

  ③ 特別講演会の開催 

    『未来を見据えた組織マネジメント～実現のための思考と行動～』（講師：工藤 公康 氏

／元プロ野球選手 ソフトバンク元監督）をテーマとした講演会を開催する。 

 

 

 （２）海外の電気設備関連展示会への出展及び交流 

    海外の電気設備関連展示会の団体と交流を図り、ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ への出展要請活動を行

うとともに、必要に応じて出展を検討する。 

 

 

Ⅳ 人材育成事業 

 

 人材確保・育成及び技術・技能の向上を図る事業の支援及び助成 
 

 （１）支部・都道府県協会が実施する事業の支援及び助成 

    電気設備工事業における人材確保・育成の取組を推進するため、支部・都道府県協会が

実施する①から⑤の事業活動に対する支援及び助成を行うほか、入職後の人材の資質の向

上や定着を図る支援策を検討する。 
 

    ① 講習会メニュー等に基づく講習会 

    ② 教育機関との意見交換会（左と併せて開催する企業説明会を含む） 

    ③ 学生を対象とした現場見学会（左と併せて開催する企業説明会を含む） 

    ④ 人材確保・育成を目的とするツールの提供 

    ⑤ 人材確保・育成の取組としてふさわしい事業 

 

 （２）実技講習会の支援 

    大手会員企業の教育・研修施設を活用して、支部・都道府県協会が開催する実技講習会

について、昨年度の実施結果（26 講習 ／ 受講者数 257 名）を踏まえ、開催を支援する。 
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 （３）中小会員企業が実施するインターンシップの支援及び助成 

    中小会員企業が実施するインターンシップを業界全体で支援するための「インターンシ

ップ推進助成金制度」を活用し、就労体験を通し学生に入職のきっかけを提供するととも

に、中小会員企業が取組む入職促進活動を支援する。（昨年度実績：６社を対象として学

生 29 名の受け入れを助成） 

 

 

Ⅴ 会員等交流事業 
 

 （１）メールマガジンの発行 

   ・ 毎月１回メールマガジン『電設業界』を発行し、会員等に最新かつ重要な情報を提供 

   ・ 会員大会時の広報及び各委員会等にリーフレットを配布し、会員登録数の増加を図る 

   ・ ジャンル構成の見直しと広報活動を推進 

   ・ 「協会トピックス」の継続 

 

 （２）会員大会の開催等 

    会員相互の交流と親睦を深めるため、会員大会を１１月に広島市で開催する。また、１月

に新年賀詞交歓会を開催する。 

 

 （３）海外視察団の派遣 

    海外における電気設備事情を視察するとともに、参加者の交流を図るため、第７０次海外

電設視察団を派遣する。併せて、第 71 次海外電設視察団の派遣に関しても検討を進める。 

 

 

Ⅵ 出 版 事 業 
 

 １ 月刊誌『電設技術』の発行 

   『電設技術』は、環境問題やエネルギー事情などの周辺状況と、それに関する新技術・新

機材・施工技術により「働き方改革」を深化すべくテーマを特集する。また、委員会の調査

研究報告等の掲載により、アクションプラン新技術普及の充実に努める。 
 

 （１）発行部数として、毎月３,７００部、年間４４,４００部の発行を実施する。 
 

 （２）特集企画のテーマ（予定） 

   ・４月号 超高層ビルの技術 ・６月号 自然災害と電気設備 

        ～設計施工・建築設備～ ・７月号 電気工事技術者のための空調・衛生基礎 

   ・５月号 データ主権下のデータセンター ・８月号 電気自動車用充電器の計画から施工の 

        ～次世代のデータセンター技術～ 基礎知識、ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ 第７３回電設工業展 

   ・６月号 自然災害と電気設備 ・９月号 スマート保安の技術 
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   ・１０月号 建設業における画像処理 ・１ 月号 情報通信設備 

   ・１１月号 最新の現場施工とＤＸ ・２ 月号 電気設備工事の関連法規と資格 

   ・１２月号 環境・省エネと電気設備 ・３ 月号 エネルギーの地産地消 

 

 （３）『電設技術』バックナンバーを人材確保・育成のツールとして活用する。 

 
 （４）『電設技術』のＰＲリーフレットを作成し、各支部への配布・活用を通じて、より連携

強化を図り、販売拡大に努める。 

 

 ２ 単行本の発行 

   新刊の発行及び既刊本の中で発行年月が古く内容が陳腐化したものや定期的に見直した改

訂版の発行を行う。本年度は、以下の図書の改訂を予定。 
 

  ○ 『高圧受変電設備の計画・設計・施工』の改訂第七版 

 

 

Ⅶ その他の事業等 
 

 （１） 情報発信力の強化・戦略的広報活動・関係団体等との連携強化 

    電設業界が持続的かつ活力ある産業として発展していくためには、幅広い関係各層の理

解と支持を得るための活動と努力が必要である。 

 また、電設協に集約・蓄積された有益な各種情報について会員への還元や関係者との共

有化を図ることにより、効率的な業界活動の展開が可能となる。 

 このような観点から、以下の取組を推進する。 
 

   ① 広報・公聴活動強化し社会へ情報発信 

     ホームページ､メールマガジン、電設技術、ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ 等協会が有する情報媒体を

総動員し、電設業界の重要性、電設業界の魅力を発信 

   ② 調査研究成果の会員への還元 

     各委員会が取りまとめた報告書やガイドライン等の成果物のホームページ会員専用

サイト「会員専用ダウンロード」からの提供､「講習会メニュー」への追加等による会

員への還元 

   ③ 先進的な好事例の普及・浸透 

     会員企業や支部・都道府県協会が展開する重要課題への取組の好事例の業界全体への

展開（ホームページ会員専用サイト「本・支部・都道府県協会ひろば」の有効活用、    

ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ での発信等） 

   ④ 本部、支部及び都道府県協会の連携強化 

     本部、支部及び都道府県協会が実施する関係諸機関との意見交換会を始めとする諸活

動に関しての相互の情報交換による効率的な活動の展開。また、会長と支部との意見交
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換会を実施する 

   ⑤ 会員の声の事業活動への反映 

     支部、都道府県協会との意見交換会、会員へのアンケート等による会員の意見を踏ま

えた協会活動の充実 

   ⑥ 業務業改善への取組みと関係団体との連携強化 

     時間外労働の上限規制、資機材の大幅なコストアップや納期遅延、工事における「し

わ寄せ」等の諸問題の解決に向け、会員相互の理解を進めるとともに、立場を同じくす

る関係団体等との連携を強化する 

   ⑦ 防災・減災への対応 

     公共機関との防災協定の締結の推進等による災害時におけるサポート体制の充実 

 

 （２）公正かつ適正な事業活動の推進 

    電気設備工事業の健全な発展を目指して策定した「会員行動目標」に則り、公正かつ適

正な事業活動を推進する。 

 

 （３）団体保険業務（損害保険代理業） 

    電気設備工事に係る事故・盗難等のリスクを割安な保険料で総合的に補償するＪＥＣＡ 電

気設備工事総合補償制度の代理店として、その普及を図る。 

 

（４）その他 

   ① 事業実施体制の効率化、合理化 

   ② 三輪・富井賞表彰、退任委員への感謝状の贈呈等 

   ③ 関係諸団体、有識者との交流・懇談会の開催 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（R7.3.19） 

Jeca の事業計画！ 
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